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Ⅰ．はじめに
　市町村地域生活支援事業は、平成18年に施行された「障害者自立支援法」によって実施され
ることになった地域における障がい者等への相談、社会資源の調整・開発等を目的とした事業
である。
　大阪市においては、市町村地域生活支援事業の相談支援事業について、実施当初、大阪市障
がい者相談支援事業として、自立生活センター型事業所と療育支援センター型事業所に業務委
託し、主に身体障がい者と知的障がい者の支援を行い、これとは別に地域活動支援センター（生
活支援型）に業務委託し、主に精神障がい者を支援していたが、平成24年度より新たにプロポー
ザルで公募し、障がい者相談支援センターを設置、当該事業を各区に一件ずつ委託し、三障害
一元化した形での支援を実施することとした。
　地域に様々な社会資源が存在したとしても、障がい者やその家族等が福祉サービスや制度を
どのように活用してよいのかがわからなければ、利用できない。社会資源がなく地域で支援が
受けられないまま生活せざるを得ない状況や社会資源があったとしても、その活用が困難であ
る場合もある。市町村地域生活支援事業の相談支援事業は、このような状況を把握し改善して
いく重要な役割を担っている。
　このように障がい者の地域生活支援の重要な役割を担いながら、当該事業の相談支援事業者
への調査はほとんどなく、現状を把握できていない。
　本研究では，大阪市内で障がい者の地域生活を支える障がい者相談支援センターの運営に関
する現状や課題をアンケート形式で調査した。
Ⅱ．大阪市障がい者相談支援センターについて
　現在、大阪市の障がい者相談支援センターは、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律」第77条第 1項第 3号の規定に基づき、大阪市内に居住する障がい者又は
障がい児に対し、福祉に関する問題につき、障がい者等からの相談に応じ、必要な情報の提供
及び助言その他の障がい福祉サービスの利用支援等、必要な支援を行うとともに、虐待の防止
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及びその早期発見のための関係機関との連絡調整その他の障がい者等の権利擁護のために必要
な援助を行うものとしている。具体的には、委託事業として、福祉サービスの利用援助、社会
資源を活用するための支援、社会生活力を高めるための支援、ピアカウンセリング、権利擁護
のために必要な援助、専門機関の紹介、住宅入居等支援等を業務の内容としている。
　また、委託対象となる実施事業者は、本事業の運営を適切に行うことができると認められる
指定一般相談支援事業者、指定特定相談支援事業者とされている。
　さらに、その業務の特色から、地域の関係機関の連携強化、社会資源の開発・改善等の推進
など障がい者等を支えるネットワークの構築と自立支援協議会における中心的な役割も求めら
れている。
　一年間の委託料と必要職員数については、区内の障がい支援区分認定者数によって、①
9,661,000円（常勤 1名・非常勤 1名）、②12,970,000円（常勤 1名・非常勤 2名）、③16,346,000
円（常勤 1名・非常勤 3名）、④19,714,000円（常勤 1名・非常勤 4名）に区分され、職員につ
いては、全区において相談支援専門員を 1名以上配置することとし、相談支援に関する専門的
技術を有する専門資格取得者の配置も義務付けている。上記委託料とは別に、住宅入居等支援
事業については、不動産業者に対する物件斡旋依頼及び家主等との入居契約手続き支援により
入居契約締結に至った場合、一件あたり50,000円の委託料とされている。
Ⅲ．調査の目的
　大阪市内の障がい者相談支援センターを対象としてアンケート調査を実施し、市町村地域生
活支援事業における相談支援事業の現状と課題を明らかにする。
Ⅳ．調査方法等
 1 ．調査対象
　大阪市内にある障がい者相談支援センター 24か所の管理者。
 2 ．調査内容
　調査は、障がい者相談支援センターの相談業務と地域自立支援協議会に関するアンケートを
実施したが、本稿で取り上げるのは、その内、障がい者相談支援センターに関するアンケート
についてのみである。アンケートは、選択式と自由記述により以下のような質問を行った。
問 1：基本属性（障がい者相談支援センターでの勤務年数・その他の医療・社会福祉分野
での職歴・所持資格等）
問 2：財政上の困難の有無。不足している費用。
問 3：職員増員の必要性の有無。必要な人材。
問 4：職員確保の困難の有無。人材確保困難の原因。
問 5：支援の困難の有無。支援困難の原因。
問 6：関係機関等との電話・会議など具体的な連携の頻度。
問 7：地域支援における連携の深まり。
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問 8：希望する研修のテーマとその研修方法。
問 9：障がい者相談支援センターでの支援の感想。
 3 ．調査方法
　大阪市内24カ所の障がい者相談支援センターへアンケートをメールで送信し、メールで回答
を得た。回答欄に空欄がある場合は、できるだけ回答いただくよう電話でお願いした。アンケー
トは平成28年 6 月 9 日から始め、最終の回答を得たのは平成28年 8 月16日であった。21か所か
らの回答を得、回収率は87.5％である。
 4 ．分析方法
　選択式アンケートの結果はそのまま記載し、自由記述式アンケートについて、問 9は、複数
挙がった重要であると考えられる回答を抜き出しカテゴリー化を行い考察した。その他の問に
ついては回答を結果として、できる限りそのまま記載し考察した。
 5 ．倫理的配慮
　アンケート調査の案内文等で調査・研究内容について説明し、アンケート調査の結果につい
ては，当該研究における調査・分析のためのみに使用し，当該事業所にかかる実名等を公表す
ることは一切ないことを明記した上で回答を得た。本文中の自由回答の結果については、でき
る限り回答された文言をそのまま記載したが、一部、各障がい者相談支援センターが特定され
ないように、回答内容に支障のない程度に変更を加えた。また、回答の文体は統一した。
Ⅴ．結果
　問 1は基本属性に関するもので、障がい者相談支援センターでの勤務年数とその他の医療・
社会福祉分野での職歴、所持資格について尋ねた。結果は、障がい者相談支援センターでの勤
務年数は、最長で63か月、最短で 8か月、平均すると39か月であった。その他の医療・社会福
祉分野での職歴については、最長で327か月、最短で96か月、平均すると189.2か月であった。
勤務年数を合計すると、最長で378か月、最短で135か月、平均すると228.2か月となった。所
持資格については、介護福祉士が最も多く 9名、次に社会福祉士 8名、続いて介護相談支援員
の 6名、相談支援専門員の 4名、精神保健福祉士の 2名となっている。ピアスタッフは 2名で
あった。任用資格である社会福祉主事という回答も 2件あった。
　問 2は、財政に関する問いであるが、21センター中20センターが、困難を感じたことがある
と答えている。財政的に困難を伴う項目として、人件費18件、設備費 7件、家賃 7件、事務費
6件、水光熱費 2件、交通費 2件となった。
　人件費不足の具体的内容としては、「相談員の人員が足りず、法人からの補てんなどでまか
なっている」、「 7 ～ 8割は人件費」、「相談件数に対する人員配置が少なすぎる」、「専門職な
のに非常勤扱いでよい人は集まらない」、「業務が多いのに非常勤で相談支援ができるとはとて
も思えない」などがある。その他として、頻繁な連絡調整のための「通信費」や「啓発や研修
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会などを行うために必要な費用」、「事業所内バリアフリー化のための改装費用」などの回答が
あった。
　また、予算条件の決定について以下のような指摘もあった。「各区における障がい者数によ
る予算配分ではサービスの充実が図れない。その理由として、障がい者数の高い区では、専門
的な地域課題に向けて様々な予算組や事業がある。社会資源が全くない区は、一から作らなけ
ればならない。相談支援事業所が多い区より、これから事業所作りを行わないといけない区の
方が、区センターが抱え込まないといけない現状にあるにもかかわらず、配置基準及び予算が
低いことは到底納得できない。大阪市及び各区がきちんと現状を把握し、本来の相談支援業務
と地域課題に向けてきちんと積算すべき」
　これはもっともな意見である。地域の事情により、支援体制の整っているところと整ってい
ないところでは、社会資源開発や他機関との連携などを行う核となる障がい者相談支援セン
ターが推進すべき業務内容の比重やその量が異なる。また、社会資源が比較的整っているとこ
ろでは、理解者も多いと考えられ、支援も行いやすい可能性がある。条件を数量化することは
困難であるかもしれないが、障がい支援区分認定者数以外の要素も委託金額に反映させること
を考えていく必要があると思われる。
　問 3は、職員増員の必要性と増員したい職種等についての質問である。全センターが、増員
が必要であると回答している。
　具体的な専門職については、相談支援専門員が17件と最も多く、次に精神保健福祉士が11件、
事務員 8件、社会福祉士 7件、ピアスタッフ 6件、介護福祉士 2件と続いている。その他とし
て看護師や「障がいに応じたコミュニケーション手段に対応できる人材」があった。
　増員を必要とする具体的な理由として、「相談支援の経験のある人が必要」、「生活経験や制
度が相応に理解できており、障がいのある人の立場を考えて対応できる人材が必要とされるか
ら」、「一定の相談援助技術を有しているもの」、「障がいに応じたコミュニケーション手段に対
応出来る人材が必要」、「抱えている生活課題も貧困や孤立など社会問題に起因し、それらが重
層化しており、介入にあたっては専門的で広範囲の知識、技能が求められている」、「支援を必
要としている方々の障がいや属性は非常に多様」、「他職種と話をするとき、最低限の知識が必
要と感じる場面が多々あるため」など業務の特質として経験や専門性を必要とし、特に精神保
健福祉の分野については、「精神障がい者の相談、障がい児を抱える親の相談が増えてきており、
関係機関との連携に精通した職員が必要」、「精神障がいの方の相談件数が増えているので精神
保健福祉士の力は必要」、「精神障がい者からの相談が多い」、「精神障がいの方が多いので、精
神障がいのことを勉強している人がいれば望ましい」などの回答がある。また、「難病患者の
相談に対応するため」という回答もあった。
　「相談支援員の数が不足していて、充分に対応しきれない状況」、「計画相談を受けるし、計
画相談の事業所の後方支援もするので、相談支援専門員が必要」、「相談内容が複合化されてい
たり、緊急だったり、相談を受けてすぐにサービス利用計画につながるわけではないようなケー
スには時間がかかる。このような時、既存のケースを抱えながら新規のケースが増えていくの
は時間的に難しい。定期的に訪問をしながら関係を構築中の方への対応がおろそかになるなど
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の問題がある」、「センターの認知度が増すにつれ、様々な会議等に呼ばれることが多くなり、
慢性的に人手不足を感じている」など職員不足の常態化を示す回答もあった。
　ピアスタッフについては、「相談が増えることで、ピアスタッフの負担が大きくなっている。
その負担を軽減するためのサポートができる人材が必要」、「地域移行や自立生活への支援では、
当事者スタッフの役割が大きい」がある。
　事務職の必要性については、「増大する事務量に対して事務員が必要」、「日々の日常の業務
のまとめ（記録、管理、整理、郵便、事務所の電話対応）」、「雑多で幅広い事務処理を専門で
してくれる人がいると、相談そのものへの対応に特化しやすい」となっている。
　職員配置そのものに関する意見として、「障がい者相談支援センターの役割を考えるときに、
相談支援専門員が一名のところもあるが、それで対応せよとの考え自体が本来おかしい」、「相
談のみの業務であれば、現行の人数でも問題ないが、社会資源の充実などの地域課題も含まれ
ている現状の中では、委託相談と特定相談を効率よく運営していく上で、常時 4、 5名の確保
は必要」という回答もある。
　問 4は、職員確保の困難の有無とその原因に関する質問である。21センター中18センターが
職員確保の困難を感じている。
　その理由として、最も多いのが、問 3の回答にも見られるが、人材に一定の条件が必要であ
るという回答である。例えば、「相談支援を行うにあたっては、相当の経験や知識等、幅広い
力を備えた人材が必要となる」、「障がい分野での直接支援経験やそれなりの人生経験がある方
をと考えた時に、なかなか確保が難しい」、「一定の技術を持った人、経験を積んできた人が来
ない」、「有資格者が来ても、実際に業務の経験がない」、「相談を受け止めることが出来るよう
な人格が必要なのではないかと感じているので、誰でもが出来る職種ではない」、「相談支援の
業務を行う職員については新人職員を急に配置するというわけにはいかない」、「新卒者がすぐ
に相談支援に携われない」などである。「センター業務の委託料が低いこと」、「委託料の人件
費が少ない」、「良い人材がいても、委託料が少ないため配置できない」など低予算であるとの
指摘もあり、業務の内容と予算に関する回答として、「幅広いニーズに対応していくためには、
それなりの経験を持った人材が必要となるため人件費コストが高くなる。現行の予算では低賃
金になるため、それなりの人材確保が困難」、「積算されている臨時職員の人件費が低く、一定
のスキルと経験が伴う人材が集まらない」などがある。
　「福祉分野全体の問題」、「この業界特有の給与面の低さ」、「福祉分野全体が人材確保の課題
を抱えている。障がい領域に限定されたこととは思えず、業界が抱える構造的な課題ではない
か」、「賃金と福祉職に対するマイナスイメージ」、「福祉関係の人材不足が顕著な状態」、「人材
不足、特に障がい者支援に携わる人が少ない」、「実際に相談業務を職業として求人を出しても
求職者がほとんどいない」、「介護支援専門員と比べると社会的認知も低く、目指す人が少ない
ことも原因ではないかと思う」など福祉分野や障がい福祉分野全体の問題ととらえる回答も
あった。
　「職員の精神的ストレスは大きく、就任当初はやる気に満ちていても、三障がいに対応でき
ないなどの理由から定着率が非常に悪い」「事務処理や調整能力を必要とされるため、現場の
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仕事から移行を希望する人が少ない」などの指摘もある。
　問 5は支援の困難の有無と支援困難の原因についての質問である。全センターが、支援の困
難「有」と回答している。
　支援困難の理由については、ア「職員の力量不足」、イ「職員数の不足」、ウ「担当地域が広
域」、エ「他の関係機関の協力不足」、オ「社会資源不足」、カ「その他」の項目を挙げてアンケー
トを取った。特にエ、オ、カの回答には自由記述欄を設け、具体的な関係機関と社会資源を挙
げるようにした。
　オが最も多く15件、その次にエで14件、アとイが12件、カが 5件、ウは 4件と最も少なかった。
　エについては、オもしくはカの回答としたほうが適切と考えられるものもあるが、そのまま
結果を記載する。具体的な関係機関は、行政機関、医療機関、社会福祉協議会、基幹相談支援
センター、教育機関、重度訪問介護事業所、同行援護、サービス付き高齢者向け住宅、居宅介
護支援事業所、就労支援事業所、介護保険事業所、短期入所事業所、生活介護事業所、移動支
援事業所、緊急時の対応資源、警察、グループホーム、日常生活支援事業、心療内科の診療所、
精神科のデイケア、ひきこもりの専門機関などである。協力不足の具体的な内容は、表 1に整
機　関　等 協力不足等の具体的な内容
行 政 機 関
「障がい者相談支援センターへの相談の丸投げ」、「障がい者相談支援セ
ンターの役割の認識不足」、「具体的な業務に関心が乏しい」、「障がい
の理解が不十分で障がい特性に配慮する重要性が理解できない」、「ケ
ア会議への参加に消極的」
社 会 福 祉 協 議 会 「障がい特性に配慮する重要性が理解できない」
教 育 機 関
「障がいに対する理解が充分でない。個々の性質に着目できていない」
「話し合いに応じない」
基幹相談支援センター
「区センターへの来訪もなく、データを整理して大阪市に提出すること
で業務を果たしていると考えている印象」
重度訪問介護事業所 「対応する事業所が限られている」、「実際のサービス提供は短時間対応」
同 行 援 護 「事業上の制約」
サービス付き高齢者向け住宅 「事業所によりさまざまに違う」
居宅介護支援事業所
「トラブルが繰り返されると撤退する傾向にある」、「訪問出来なくなる
とその調整を障がい者相談支援センターへ丸投げする」
就 労 支 援 事 業 所
「事業所内ですべき業務を障がい者相談支援センターへ持ち込む」、「事
業所の収支が優先され利用の有無を判断する傾向がある」、「体験利用
を断られたことがある」
介 護 保 険 事 業 所
「障害福祉サービスを理解していない」、「障害福祉に対する苦手意識故
の連携の不足」
短 期 入 所 事 業 所 「送迎範囲が狭すぎたり、送迎未実施のところが多い」
生 活 介 護 事 業 所 「見学時に送迎してくれるところが少ない」
医 療 機 関 「話し合いに応じない」、「MSWやPSWの力量が足らない場合がある」
警 　 察 「よほどの緊急性がないと対応してくれない」
共 同 生 活 援 助 「数が少ない」
日 常 生 活 支 援 事 業 「人員が足らない」
そ の 他
「障がい者相談支援センターが少ない」、「精神科デイケアや心療内科の
診療所の数が少ない」
表 1
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理した。
　オの具体的な回答は多岐にわたる。現状の社会資源の状況により、それぞれの地域によって
もニーズに相違はあるが、具体的に必要性を感じている社会資源を表 2に事業内容別に整理し
た。
事　業　等 具体的事業内容等アンケート回答
通 所 事 業 関 連
「入浴できる事業所」、「脳性まひや高次機能障害の人のためのリハビリ
ができる事業」、「精神障がい者対象の気軽な居場所」、「在宅医療ケア
のできる日中の事業所」、「送迎付き就労継続支援事業B型」、「通所の障
害福祉サービス機関への移送サービス」、「身体介護のできる就労系事
業所」、「医療的ケアができる生活介護」、「地域活動支援センターⅠ型」、
「ナイトケア」、「放課後デイサービス」、「医療ケアが必要な児童の受け
入れができるデイサービス」、「生活介護は件数が不足している」、「重
度心身障がい者をケア（医療的ケア）ができる事業所」、「就労系の作
業等のバリエーション」
共同生活援助事業関連
「触法障がい者や行動障害を受け入れできるグループホーム」、「身体介
護ができるグループホーム」、「聴覚障がいに発達障がいや精神障がい
等の重複障がいに対応できるグループホーム」、「消防法の関係でマン
ションの改造が難しく重度の障がい者が入居を断られる」、「共同生活
のルールになじまない人は入居が難しい」
短 期 入 所 関 連
「緊急一時希望者のための短期入所事業」、「一人暮らしを目指している
人が体験できる施設」、「障がい児の短期入所事業」、「一時的な親子分
離などで使える短期入所事業」、「件数が不足している」
相 談 支 援 事 業
「夜間や休日に相談できる24時間体制の相談支援機関」、「相談支援事業
者」、「障がい者相談支援センター」、「精神障害のある人への夜間連絡
相談電話」
医 療 機 関
「精神科診療所」、「精神科デイケア」「障がいのある妊婦などの診療拒
否をしない医療機関」
専 門 職 等
「意思疎通支援事業の人材」、「相談者にとっての相談場所や人」、「行動
障害者・児の医療的ケアのできる人材」、「ホームヘルパーの養成」、「日
常生活支援事業の人員」
在 宅 支 援 事 業 等 「医療的ケアの必要な人のためのホームヘルパー」、「行動援護」
制 度 等
「就労継続支援A型は過剰な助成金で障害者の給与保障をしている。そ
のため就労継続支援B型との「賃金格差」（カギ括弧は筆者）が顕著で
課題達成に向けた事業所の提案が難しい。助成金に頼らずに高収入が
得られるよう、産業と福祉の連携を研究する機関を設置して、IT化を
進めて障がいを持っていても十分に産業として成り立つ産業を創生し
てほしい」、「豊かで住みよいまちづくりは、子育て、介護、障がい者、
生活困窮者等、福祉分野の共通課題であるが、各々が対象者に偏重し
た取り組みを行っていて、地域からすると一貫性がない。専門分化し
ながらも共通部分を推進する部署がほしい」、「グループホームの空き
状況のシステム化」、「サービス支給量を超過した時に、支給量を中立
公正に判断できる機関。どのように決定しているのかが現在不明瞭。
協議内容等を開示してほしい」
そ の 他
「軽度障がい者の支援体制」、「シェルター」、「障がい者相談支援センター
の周知」、「短期入所施設や重度訪問介護事業は少ない、あってもうま
く稼働していない」
表 2
－　 －260
石　田　晋　司
　問 6は、関係機関等との電話・会議など具体的な連携の頻度について尋ねた。頻度について
は、「数値化できない」、「時々」などの意見もあり、また、基準とする単位があいまいであっ
たため、連携先について、月単位の回数で回答したもののみを有効回答とすることとし、表 3
にまとめた。なお、ここでいう連携は、「利用者に関する電話・会議・一緒に行う具体的支援
のこと」を指す。
　問 7では、地域支援における連携の深まりについては、「深まっていると思う」、「どちらと
もいえない」、「深まっていると思わない」という項目を挙げて尋ねた。有効回答20件中14件が
「深まっていると思う」と答えている。「どちらともいえない」が 6件あった。深まっている要
因としては、会議等の定期開催、勉強会、ケース会議等の開催、障がい者相談支援センターの
知名度の高まり、障がい者相談支援センターによる連携のための意図的な関わり、自立支援協
議会の取り組みなどが挙がっている。
　問 8は、希望する研修のテーマとその研修方法についての質問である。望むテーマとその研
修方法について質問した。
　研修方法については、「ロールプレイ」、「ワークショップ」、「見学会」、「スーパーバイズ」
など実践的なものが多いが、テーマについては、以下に示すように多様である。
　まず、特定の障がいや状態に関するものとして、「難病の方の支援」、「不登校、引きこもり
の方の支援」、「障がい児支援と平行して課題を抱える親への支援」、「困難ケースの事例検討会」、
「精神障がい者の地域移行について」、「金銭管理について」、「生活困窮者への支援」、「働く人
のメンタルヘルス・セルフケア」、「生活困窮、社会的孤立、虐待などの生活課題が重層的に絡
み合っている困難ケースへの対応」、「依存症への支援」などがあり、支援者や制度に関わるテー
連携関係機関
連携頻度回数／月
有　効
回答数
9 回程度
以下
10回～ 19回
程度
20回～ 29回
程度
30回程度
以上
ア．区生活保護係 7 5 1 0 13
イ．区保健福祉センター 1 6 4 2 13
ウ．その他の区役所 5 1 1 2 9
エ．市役所 7 0 0 0 7
オ．居宅介護事業所 1 3 2 6 12
カ．障がい福祉サービス事業所※ 1 5 4 2 2 13
キ．地域包括支援センター 11 1 0 1 13
ク．高齢者介護事業所※ 2 10 1 0 0 11
ケ．児童支援事業所 6 2 0 0 8
コ．家族 2 5 2 2 11
サ．その他※ 3 5 1 2 0 8
表 3
※ 1 居宅介護事業所は除く
※ 2 地域包括支援センターは除く
※ 3 その他の具体的な機関や事業は、社会福祉協議会、訪問看護、自立生活支援事業、医療機関、後
見人、職能団体等
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マとしては、「地域や企業教育機関が障がい者への取り組み報告」、「自立支援協議会の活性化」、
「介護保険との連携」、「医療機関や教育機関との連携」、「社会資源の開発・改善」、「後見人に
ついて」、「地域移行支援や地域定着支援の在り方」、「障がい福祉サービスでも利用頻度が多く
ないサービスの説明」、「差別解消法への具体的対応」、「相談員として煮詰まらないような元気
のでる研修」があった。
　問 9は、障がい者相談支援センターでの支援の感想であり、カテゴリー化の結果、以下 8つ
の項目に整理した。
①「やりがい」、②「求められる高度な専門性」、③「幅広い相談内容」、④「過重な業務量」、
⑤「困難性の高い相談内容」、⑥「低い対価」、⑦「計画相談支援とのバランス」、⑧「社
会資源不足」
　それぞれの具体的な回答は、①「社会関係を改善し、シームレスな社会を構築していく業務
として、やりがいを強く感じる」、「あらゆる障がい・病気のケースに対応できるので、難しさ
もあるが充実している」、②「多岐にわたる専門的知識と障がい者の置かれている状況の洞察
力が必要」、「センター業務に課せられた課題を十分こなすためには、まだまだ知識と経験が必
要」、③「高齢者による介護保険に関する相談やその他障がいに関する相談ではないものも時
折あり対応している」、「障がい種別も支援内容も年齢も多岐」がある。④「時間をかけて相談
できる人・時間がない」、「力量をつけて良い支援をしたいと思うと、現状の区センターの運営
体制では無理」、⑤「どの支援についても簡単なものはひとつとしてない」、「見守って何かの
タイミングを待つしかない人もいる」、「それまでに福祉サービスに繋がっておらず、潜在的な
ニーズを抱えている」、「相談 1件においても障がい特性や相談内容により、数時間の対応を求
められる場合もある」、「複雑な問題が重複」、⑥「採算性が高い業務とは言えない」、「経費節
減には限度がある」、「専門性に対する役割期待に応じた相応の対価を求める」、「相談支援にお
金をかけないスタンスでは、疲弊していくだけ」、⑦「計画相談支援の対応に時間を割かれる」、
「計画相談支援を全くやらないとか、負担を減らすべき」、「指定相談支援事業所不足も重なり、
それらの業務を並行して行わないといけない」、「計画相談支援とそれ以外の相談の棲み分け」、
⑧「緊急を要するが解決する社会資源がない」、「ヘルパー不足の課題により対応が難しいと断
られるケースも少なくはない」などである。
Ⅵ．考察
　アンケートの回答からも障がい者相談支援センターの業務が広範囲なものであり、地域の障
害者にとって非常に重要な役割を果たしていることがわかる。しかし、地域生活支援事業にお
ける相談支援事業の状況は、極めて厳しいと言わざるを得ない。
　問 3、問 9の回答から考えても、支援の対象も幅広く、しかも長期継続を余儀なくされる支
援や困難な支援が多く、力量のある支援者が必要であることがわかる。しかし、必要人員は常
勤一名で可能としているところから、委託費から考えても、実質的にひとりの常勤職員で業務
の多くを行わなければならいないことは想像に難くない。
　連携は、問 6の表 3からも、家族、行政機関や障害者福祉サービス事業所だけでなく、高齢
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者関連施設との連携が頻度は低いが多くのセンターで実施されていることがわかる。連携頻度
が高いのは居宅介護事業所で、重要な社会資源となっている。連携は、連携先に障がい福祉分
野の周知ができていないと支援が捗らず、その分業務も増大する。社会資源は不足しているも
のも多いが、問 5の「具体的に必要性を感じている社会資源」の回答から、まったく充足して
いないわけではないが、これまで支援できなかった対象者を支援する機会が増加し、必要性が
生じたと考えられるものもある。特に、緊急時の対応ができる機関、医療ケアができる機関、
送迎サービスのある通所事業所、重度障がい者や精神障がい者への支援などのサービスの充実
が求められている。このような回答が見られるのは、障がい者相談支援センターによる地域生
活支援の広がりを感じさせ、それはそれぞれの支援の深まりにもつながっていると考えること
もできよう。
　また、支援を他機関等へつなげようとしても、障がい者相談支援センターの役割についての
周知不足や役割分担の不明確さ、社会資源不足、実際には稼働していない事業や制限されてい
る事業があるなどの事情は、当該センターの働きかけだけでは改善は困難である。他分野の障
がい福祉分野への理解が必要であり、新たな社会資源の創設も含めて、行政機関や地域自立支
援協議会の協働なくして問題の改善を図ることができるとは考えられない。行政機関に対して
は、「相談支援センターへの相談の丸投げ」、「相談支援センターの役割の認識不足」、「障がい
の理解が不十分で障がい特性に配慮する重要性が理解できない」など厳しい回答がある。この
ような回答から考えて、一部の行政機関は委託したということで、業務を任せてしまっている
のではないかという疑念を抱かざるを得ない。
　職員確保も深刻な課題である。職員充足の問題は、問 2、問 3、問 4の回答からも理解でき
るが、当該業務特有の事情として、充分な業務経験を必要とし、それが人材確保を困難にして
いる。このような業務の内容から、問 8の「希望する研修のテーマとその研修方法」でも回答
の内容は多岐にわたり、かなりの業務経験年数のある支援者であっても、さらに学習する機会
が必要であることがわかる。この点については、それ相応の人件費の確保が必要となる。
　また、例えば「福祉分野全体が人材確保の課題を抱えている。障がい領域に限定されたこと
とは思えず、業界が抱える構造的な課題ではないか」、「賃金と福祉職に対するマイナスイメー
ジ」、「人材不足、特に障がい者支援に携わる人が少ない」、「実際に相談業務を職業として求人
を出しても求職者がほとんどいない」、「介護支援専門員と比べると社会的認知も低く、目指す
人が少ないことも原因ではないかと思う」など社会福祉分野全体、とりわけ障がい福祉分野の
理解が進んでいないととらえている回答も見られる。このような問題についても、障がい者相
談支援相談センターのみで解決できる課題ではない。行政機関、社会福祉協議会、ハローワー
ク、教育機関などとの協働で人材を確保していく必要があるだろう。
　問 9の結果からは、これまでの考察でも述べたとおり、「幅広い相談内容」や「困難性の高
い相談内容」から来る「求められる高度な専門性」は、支援者に「やりがい」を感じさせてい
る。しかし、その高度な業務に対する対価は低いと言わざるを得ない。本来、指定特定相談支
援事業者が行うべき計画相談支援も相当程度行わなければならない状況があり、障がい者相談
支援センターが行うべき相談支援に時間を割くことができない。さらに「社会資源不足」は支
－　 －263
市町村地域生活支援事業における相談支援事業の現状と課題
援を困難にする。これらの事情は、「過重な業務量」を生じさせ、支援を滞らせることになる、
ということが示唆されている。
Ⅶ．まとめ
　アンケートの結果から、障がい者相談支援センターの管理者から見た市町村地域生活支援事
業における相談支援事業の状況を把握することが出来た。
　しかし、回答の結果を考察すると、支援の拡がりがさらに支援の必要性を高めているように
思える。これは支援の深まりであり、新しい支援観を要求しているものともとらえられる。
　少数意見であるところから、問 9の回答でカテゴリー化できなかった意見に次のようなもの
がある。ひとつは、「相談支援の方向性が、基幹相談支援センターと大阪市障がい者相談支援
センター、地域活動支援センター（生活支援型）で共通目標と認識ができれば、もっとよいも
のになるのではないか」というものであり、これは地域を超えて相談支援事業で結び付くこと
で、厳しい状況を少しでも乗り越えていくことが出来るのではないかという意見であろう。ま
た、このような意見もあった。「障がいや高齢など属性に沿った支援の枠組みでは限界がある。
むしろ、生活問題に焦点を当て、各分野、領域に横軸を通すような支援システムづくりが求め
られる」。これは、高齢とか障がいとかといった福祉の分野を超えて「生活」を通じて支援し
ていくシステムの構築が必要であるという意見である。
　これらの意見は、支援のさまざまなもの、それは地理的なものや分野的なものを乗り越えて、
総体としての底上げと連携がないと地域生活支援事業の相談支援事業の機能は充分に発揮され
ないということを意味しているのではないか。これらの考えは、アンケート結果からも推察さ
れるものであるが、それは、地域での生活支援は一事業所の頑張りだけでは改善されないとい
うものである。障がい者相談支援センターを支援の核として始め、他分野の機関を含めたさま
ざまな支援機関との協働が必要であるということである。
　最後に今回の調査はアンケート形式であり、回答の内容について深く踏み込むことはできな
かった。今後は、インタビュー等の手法により、今回の調査を踏まえて、さらに障がい者の地
域生活支援について、研究を進めていきたい。
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ん、大阪市福祉局の皆さんにお礼申し上げます。
――――――――――――――――――
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